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一般社団法人鎌ケ谷青年会議所 



定  款 

 

第１章 総則 
 

（名   称) 

第 １ 条 当法人は、一般社団法人鎌ケ谷青年会議所と称する(英文での表記

は、Kamagaya Junior Chamber Incorporated Association とする。

なお、以下｢当法人｣を「本会議所」と表記する。)。 

 

（主たる事務所) 

第 ２ 条 本会議所は、主たる事務所を千葉県鎌ケ谷市に置く。 

 

（目   的） 

第 ３ 条 目的 

 本会議所は、青年の英知と勇気と情熱を結集し、地域社会及び

国家の政治・経済・社会・文化等の共和と発展を図りながら、指

導力開発計画や社会開発計画による集団指導能力を啓発し明るい

豊かな社会を築き上げることを目的とする。 

  

（運営の原則) 

第 ４ 条 本会議所は、特定の個人又は法人その他の団体の利益を目的とし

て、その事業を行わない。 

２ 本会議所は、これを特定の政党のために利用しない。。 

 

（事   業） 

第 ５ 条 本会議所は、第３条の目的を達成するために次の事業を行う。 

（１）政治・経済・社会並びに文化等に関する調査研究及びその

改善に資する計画の立案と推進する事業展開 

（２）社会開発力及び指導力啓発の知識並びに教養の修得を含む

指導者訓練及び研修の実施 

（３）国際青年会議所、公益社団法人日本青年会議所、世界各国

青年会議所その他関係団体との提携 

（４）前号までに掲げるもののほか、第３条の目的を達成するた

め必要と認める事業 



（公   告） 

第 ６ 条 本会議所の公告は、官報に掲載してする。 

 

（事業年度） 

第 ７ 条 本会議所の事業年度は、毎年１月１日に始まり、同年１２月３１

日に終わる。 

 

第２章 会  員 

 

（会員の種類) 

第 ８ 条 本会議所の会員は、次の４種とし、正会員をもって一般社団法人

及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」という。）

上の社員とする。 

① 正会員 

② 特別会員 

③ 名誉会員 

④ 賛助会員 

 

(正 会 員) 

第 ９ 条 正会員は、鎌ケ谷市内及びその周辺に居住し、又は勤務する２０

歳以上４０歳未満の品格ある青年で、所定の様式による申込みを

し、理事会に於いて承認を得たものとする。但し、事業年度中に

４０歳（以下「制限年齢」という）に達した場合は、その事業年

度内に限り正会員の資格を有する。 

２ すでに他の青年会議所の正会員である者は、本会議所の正会

員となる事ができない。 

 

（特別会員） 

第 １０ 条 特別会員は、制限年令に達する事業年度末まで正会員の資格を有

した者で、本人の申し出により、理事会に於いて承認を得たもの

を特別会員とする。 

 

（名誉会員） 

第 １１ 条 本会議所に対して特に功労があり、理事会の推薦により社員総会

（以下「総会」という。）に於いて承認を得たものを名誉会員と

する。 

 



（賛助会員） 

第 １２ 条 本会議所の目的に賛同し、その事業の発展を助成しようとする個

人又は団体で、理事会に於いて承認を得たものを賛助会員とする。 

 

（会員の権利） 

第 １３ 条 正会員は、本定款に定めるもののほか、本会議所の目的達成に携

わる全ての事業に参加する権利を平等に享有する。 

 

（会員の義務） 

第 １４ 条 本会議所の会員は、本定款に定めるもののほか、本会議所が定め

るその他の規則を遵守し本会議所の目的達成に必要な義務を負う。 

 

（入会金及び会費） 

第 １５ 条 入会対象者は本会議所入会に際し次の入会金を納入しなけれ

ばならない。但し、一般企業や法人等を代表して入会するその

従業員や職員等、いわゆる企業出向者においては初回の納入時

以後の入会金の支払いを免除する。 

２ 会員は毎年定められた次の会費を所定の期日までに納入

しなければならない。 

３ 既納の入会金及び会費はその理由の如何を問わず、これを

返納しないものとする。 

① 入会金  20,000円 

② 会 費 

正会員  90,000円 

特別会員 20,000円（OBとなった直後の会費40,000円） 

賛助会員 20,000円 

 

（会員の資格喪失） 

第 １６ 条 会員は、次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。 

① 本人から退会の申し出があったとき 

② 後見開始又は保佐開始の審判を受けたとき 

③ 死亡し、又は解散したとき 

④ 破産の宣告を受けたとき 

⑤ 選挙権・被選挙権の行使が停止されたとき 

⑥ 除名されたとき 

 

（退   会) 

第 １７ 条 退会しようとする会員は、その年度の会費を納入し、理事長に退

会届を提出しなければならない。 



２ 会員は、自身が保有する本会議所の所持品を速やかに返納し、

電子的に管理している機密情報は消去なければならない。 

 

（休   会) 

第 １８ 条 やむを得ぬ理由により一定期間本会議所の活動等に出席できない

正会員は、理事会の承認を得て、休会する事が出来る。但し休会

中であっても会費の納入義務を負う。 

２ 会員より休会解除の申し出を受けた時は、理事会の承認を得

て活動の再開を認めることができる。 

 

（除   名） 

第 １９ 条 会員が次の各号の一に該当するときは、総会において出席理事の

４分の３以上の同意により除名することができる。この場合にお

いては、総会で、その会員に弁明の機会を与える事ができるもの

とする。 

① 本会議所の名誉を棄損し又は目的に反する行為をした

とき 

② 本会議所の秩序を乱す行為をしたとき 

③ 本会議所の活動等への出席義務を履行しないとき 

④ 会費納入義務を履行しないとき 

⑤ 前号までに掲げるもののほか、会員として適当な者では

ないと認めたとき 

 

（会員名簿） 

第 ２０ 条 本会議所は、会員の氏名又は名称及び住所を記載した名簿を作成

する。 

 

第３章 役   員 

 

（役員の種類及び員数） 

第 ２１ 条 本会議所に次の役員を置く。 

① 理 事 ８名以上１８名以内 

② 監 事 ２名 

③ 直前理事長 １名 

④ その他（必要に応じて顧問を置くことができる） 

２ 理事のうち、１名を代表理事とし、代表理事をもって理事長

とする。また、２名以上４名以内を副理事長とする。 



３ 理事のうち１名を専務理事とする。 

 

（役員の資格及び任免） 

第 ２２ 条 理事及び監事は、本会議所の正会員である事を要し、総会に於い

て選任及び解任される。 

 

（理事の職務) 

第 ２３ 条 理事は、理事会を組織し、本会議所の業務の執行を決定する。 

２ 理事長は、本会議所を統轄し、本会議所を代表して職務を総

理する。 

３ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故あるときはその

職務を代理し理事長が欠けたときはその職務を行う。 

４ 専務理事は、本会議所の常務を処理し、本会議所の運営を総

括する。また、第２７条及び第２８条の場合を除き、役員経験者

は当該役員と同等の職務権利をもって役員を補助するものとする。 

５ 直前理事長は、理事長経験を生かし、本会議所の事業につい

て必要な補助を行う。 

 

（監事の職務） 

第 ２４ 条 監事は次に掲げる職務及び、一般法人法第９９条乃至第１０６条

に規定する職務を執行し、また、は権利を行使し義務を履行する。 

① 理事の職務執行の監査及び監査報告書の作成 

② 業務及び財産の状況の調査並びに計算書類及び事業報

告書の監査 

③ 社員総会又は理事会への出席と意見の陳述 

 

（役員の選任) 

第 ２５ 条 理事及び監事は正会員の中から選出し、総会の承認を得るものと

する。 

２ 理事長、副理事長、専務理事及び顧問は、理事会の決議によ

って理事の中から定める。 

３ 直前理事長は、前年度理事長であったものとする。 

４ 理事、監事及び直前理事長は相互にこれを兼ねることができ

ない。 

５ 役員の選出は別途に定めた方法によるものとする。 

 

（任   期) 



第 ２６ 条 監事を除く役員の任期は、毎年１月１日から同年１２月３１日ま

でとする。ただし再任を妨げない。 

２ 監事の任期は、２年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時社員総会の終結の時までとする。 

３ 補欠又は増員のため就任した理事の任期は前任者又は現任者

の残任期間とする。補欠のため就任した監事の任期は前任者の残

任期間とする。 

４ 任期満了又は辞任により欠員が生じた場合の退任した役員は、

後任者が就任するまでその職務を行うものとする。。 

 

（資格喪失による退任） 

第 ２７ 条 理事又は監事が、会員資格を失ったときは退任するものとする。 

 

（役員の解任） 

第 ２８ 条 役員が第１９条各号の一に該当するときは、総会の承認により解

任することができる。 

 

（事 務 局） 

第 ２９ 条 本会議所の事務を処理するため、事務局を置く。 

２ 事務局には事務局長その他必要な事務局員を置き、理事会の

決議を経て理事長が任免する。 

３ 事務局員は理事長の定めた職務に従事する。 

 

（会議の種類） 

第 ３０ 条 会議は、社員総会（本定款に於いては「総会」という。）及び理

事会の２種とし、正会員又は理事をもって構成する。 

 

第４章 総  会 

 

（総会の構成) 

第 ３１ 条 本会議所の総会は、正会員をもって構成する。 

 

（総会の種類) 

第 ３２ 条 本会議所の総会は、通常総会及び臨時総会の２種とする。 

２ 通常総会は、毎年２回これを開催し、臨時総会は随時必要な

ときにこれを開催する。 

 



（総会の招集） 

第 ３３ 条 通常総会は、毎年１月及び８月に理事長が招集する。なお、毎年

１月に開催される通常総会を定時社員総会とする。 

２ 総会は、期日の１０日前までに会議の日時及び場所並びに会

議で決議すべき事項を示して、招集しなければならない。 

３ 臨時総会は、次に掲げる場合に理事長が招集する。また、そ

の請求を受取った日より３０日以内に招集の手続きをしなければ

ならない。 

① 理事長が必要と認めた時 

② 理事会が招集を決議した時 

③ ５分の1以上の正会員より、会議に付すべき事項を示し

た書面で招集の請求がされた時 

④ 監事は総会招集の必要性を認めた時は、理事長に対し招

集を要求することができる。 

⑤ 臨時総会を招集するためには、会議の目的たる事項並び

に日時場所を記載した書面をもって会日の１０日前ま

でに通知を発しなければならない。 

 

（総会の議長） 

第 ３４ 条 総会の議長は、理事長がこれにあたる。理事長に事故があるとき

は、当該総会で議長を選出する。 

 

（総会の決議) 

第 ３５ 条 総会は、正会員数の３分の２以上の正会員の出席により成立し、

その決議は本定款に定めるもののほか、出席会員の過半数をもっ

てこれを行う。 

 

（議 決 権） 

第 ３６ 条 各正会員は、各１個の議決権を有する。 

 

（総会の決議事項） 

第 ３７ 条 一般法人法に規定する事項及びこの定款に定める事項のほか、次

の事項は、総会の決議を経なければならない。 

① 定款の変更 

② 事業計画及び収支予算の決定並びに変更 

③ 事業報告及び会計報告の承認 

④ 役員の選任及び解任 



⑤ 入会金及び会費の額の決定 

⑥ 本会議所の解散 

⑦ 解散の場合の会費の徴収、清算人の選任及び残余財産の

処分方法の決定 

⑧ 次に掲げる規程の設定及び変更、廃止 

1. 鎌ケ谷青年会議所会員資格規程 

2. 鎌ケ谷青年会議所役員選任方法に関する規程 

3. 鎌ケ谷青年会議所運営規程 

4. 鎌ケ谷青年会議所庶務規程 

⑨ その他特に重要な事項 

 

（総会の特別決議） 

第 ３８ 条 前条第１号及び第６号に掲げる事項を総会で決議するには、出席

正会員の３分の２以上の多数によらなければならない。 

 

（総会の決議事項の通知） 

第 ３９ 条 理事長は、総会の終了後、遅滞なく、その決議事項を会員に書面

で通知しなければならない。 

 

（議 事 録） 

第 ４０ 条 総会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成

する。 

 

第５章 理 事 会 

 

（理事会の構成) 

第 ４１ 条 本会議所は、理事会を置き、理事長、副理事長及び理事をもって

理事会を構成する。 

２ 直前理事長、顧問及び監事は、理事会に出席し、意見を述べ

る事ができるが議決権は有さない。。 

 

（理事会の招集） 

第 ４２ 条 理事会は毎月1回以上理事長がこれを招集する。 

２ 理事会構成員の４人以上が必要と認めた時は、書面により会

議の目的たる事項を示し、理事会の招集を請求することが出来る。 

 



（理事会の議長） 

第 ４３ 条 理事会の議長は、理事長又は理事長が指名した者がこれにあたる。 

 

（理事会の決議) 

第 ４４ 条 理事会は、その構成員の３分の２以上の出席により成立し、その

決議は出席構成員の過半数をもってこれを行う。 

 

（理事会の決議事項) 

第 ４５ 条 理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の事項を審議処

理する。 

① 総会に提出する議案 

② 総会から委託された事項 

③ 理事長、副理事長、専務理事及び顧問の選定及び解職 

④ その他業務執行に必要な事項 

 

（理事会の議事録) 

第 ４６ 条 理事会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

 

第６章 例会及び委員会 

 

（例   会) 

第 ４７ 条 別途定める鎌ケ谷青年会議所運営規程の定めるところにより本会

議所は、毎月例会を開催する。 

２ 例会の運営については、理事会の決議により定める。 

 

（室及び委員会の設置) 

第 ４８ 条 本会議所は、その目的達成に必要な事項を調査・研究・審議し、

又実施するために委員会を設置する。又、必要に応じて委員会を

統轄するために室を設置することができる。 

 

（室及び委員会の構成) 

第 ４９ 条 室は室長、また委員会は委員長、副委員長及び委員若干名をもっ

て構成する。 

２ 室長及び委員長は、理事のうちから理事長が理事会の承認を

得て委嘱し、副委員長及び委員は正会員のうちから委員長が理事

会の承認を得て任命する。 

３ 正会員は理事長、直前理事長、副理事長、室長及び監事を除



き、原則として全員がいずれかの委員会に所属しなければならな

い。 

 

第７章 資産と会計 

（資産の構成） 

第 ５０ 条 本会議所の資産は、次の各号に掲げるもので構成する。 

① 設立当初の財産目録記載の財産 

② 会費 

③ 入会金 

④ 資産から生ずる果実 

⑤ その他の収入 

 

（資産の管理及びその方法） 

第 ５１ 条 本会議所の資産は、理事長がこれを管理し、その方法は、理事会

の決議によりこれを定める。 

２ 資産のうち現金は、ゆうちょ銀行等の確実な金融機関に預け

入れ、信託会社に信託し、又は国公債若しくは確実な有価証券を

購入し、保管するものとする。 

 

（予   算） 

第 ５２ 条 本会議所の毎年度の収入支出予算は、事業年度開始前に理事会の

決議を経て、総会の承認を受けなければならない。 

 

（予算の区分及び執行） 

第 ５３ 条 本会議所の収入支出予算は、大科目に大別し、各大科目において

はこれを中科目に区分するものとする。 

２ 本会議所の収入支出予算の経費の金額は、各大科目の間又は

中科目の間において相互に流用してはならない。ただし、総会の

承認を得た場合は、この限りでない。 

 

（決   算） 

第 ５４ 条 収入支出決算は、事業年度終了後１か月以内に、事業年度末現在

の財産目録とともに、監事の監査を経て、総会の承認を受けなけ

ればならない。 

 

（余剰金の処分） 

第 ５５ 条 本会議所の事業年度決算における余剰金については定時社員総会



の決議により次年度繰越とするか、または本会議所と類似の目的

をもつ他の地方公共団体の一般社団法人等に寄付するかを決定す

る事が出来る。 

 

（特別会計） 

第 ５６ 条 本会議所は、特別の事業を実施するため又はその他の理由により

必要があるときは、特別会計を設けることができる。 

２ 前項の特別会計から生じた収支差額は、すべて資産に繰り入

れなければならない。 

 

（資産の団体性） 

第 ５７ 条 本会議所の会員は、その資格を喪失するに際し、本会議所の資産

に対しいかなる請求もすることができない。 

 

第８章 定款の変更及び解散 

 

（定款の変更) 

第 ５８ 条 この定款は、総会において出席正会員の３分の２以上の同意を経

て、これを変更することができる。 

 

（解   散) 

第 ５９ 条 本会議所は、一般法人法第１４８条第１号、第２号及び第４号か

ら第７号までに規定する事由によるほか、総会において正会員の

３分の２以上の同意を得て解散する。 

２ 前項に規定する事由以外の解散事由は次の通りとする。 

① 目的とする事業の完了 

② 破産 

③ 正会員全員の死亡 

 

（残余財産の帰属） 

第 ６０ 条 本会議所の解散の場合の残余財産は、総会において正会員の３分

の２以上の同意を得て、本会議所と類似の目的をもつ他の団体に

寄付する事が出来る。 

 

（清算人） 

第 ６１ 条 本会議所の解散に際しては、清算人を総会に於いて選任する。 

２ 清算人は就任日から６ヶ月以内に清算事務を処理し、総会の



承認を得なければならない。 

 

（解散後の会費の徴収） 

第 ６２ 条 本会議所は、解散後に於いても清算終了の日までは、総会の決議

を得て債務を弁済するのに必要な限度内で、解散の日現在の会員

より会費を徴収する事が出来る。 

 

第９章 管   理 

 

（定款等の備置) 

第 ６３ 条 理事長は、定款その他の諸規定・会員名簿並びに総会及び理事会

の議事録を常に事務所に備え置かなければならない。 

 

（報告書類の提出) 

第 ６４ 条 理事長は、在任年度終了後、速やかにその任期中の年度にかかる

次の各号に掲げる書類（以下第１項書類という）を作成し、当該

年度の監事に提出しなければならない。 

① 事業報告 

② 会計報告（収支決算書・貸借対照表・財産目録） 

２ 第１項書類の提出は、当該年度終了後、最初に開かれる通常

総会の会日の１週間前までに行わなければならない。 

３ 第１項書類を受理した監事は、厳正なる監査を行い、その通

常総会の前日までに意見書を作成し、当該理事長に提出しなけれ

ばならない。 

４ 当該理事長は、第１項書類に前項の意見書を添えて通常総会

に提出し、その承認を求めなければならない。 

 

（報告書等の備置） 

第 ６５ 条 理事長は、前条に規定する第1項書類を、その通常総会の一週間前

までに事務所に備え置かなければならない。 

 

（書類の閲覧） 

第 ６６ 条 会員は、総会及び理事会議事録並びに第９章に関する管理書類を

いつでも閲覧する事が出来る。 

 

（報告書等の提出） 

第 ６７ 条 理事長は、通常総会終了後、遅滞なく本章に規定する第1項書類を



公益社団法人日本青年会議所会頭に提出しなければならない。 

 

第１０章 細則及び雑則 

 

（定款変更の届出) 

第 ６８ 条 本会議所定款の変更があった場合には、変更部分を明示して、速

やかに公益社団法人日本青年会議所会頭に届け出なければならな

い。 

 

（施行規則等) 

第 ６９ 条 本会議所は本定款の運用を円滑にする為、本定款に定めるものの

ほか、施行に関する必要な細則を理事会の決議を経て理事長が定

めるものとする。  

 

第１１章 附   則 

 

（設立時の社員の氏名又は名称及び住所) 

第 ７０ 条 当法人の設立時の社員の氏名又は名称及び住所は、次のとおりで

ある。 

千葉県鎌ケ谷市北中沢２丁目１０番３－３０２号 

設立時社員 佐藤 宗之 

 

千葉県鎌ケ谷市新鎌ヶ谷３丁目１３番３２号 

設立時社員 齊藤 清光 

 

千葉県鎌ケ谷市東初富６丁目９番４９号 

設立時社員 後関 俊一 

 

千葉県鎌ケ谷市道野辺本町２丁目１７番１６号 

設立時社員 小沼 建志 

 

千葉県鎌ケ谷市初富１３６番地４ 

設立時社員 皆川 勝 

 

千葉県柏市大津ヶ丘４丁目９番地１０ 

設立時社員 山後 浩二 

 



千葉県鎌ケ谷市東初富五丁目９番２３号 

設立時社員 目黒  哲 

 

千葉県鎌ケ谷市南佐津間１３番８号（クレスト弐番館２０２号室） 

設立時社員 渋谷 将重 

 

千葉県鎌ケ谷市東鎌ケ谷２丁目６番５７号（メルベイユ１０１） 

設立時社員 田邊 政人 

 

千葉県船橋市藤原８丁目２３番２３号 

設立時社員 秋元 晴彦 

 

千葉県松戸市八ケ崎緑町３番地の１ サンクタス新松戸４０９号 

設立時社員 河野 淳平 

 

千葉県鎌ケ谷市右京塚１２番３７号 

設立時社員 齋藤 健一 

 

千葉県鎌ケ谷市新鎌ケ谷３丁目１３番３１号 

設立時社員 細野 由樹 

 

千葉県鎌ケ谷市道野辺中央３丁目３番２５号 

設立時社員 三橋 史郎 

 

千葉県鎌ケ谷市右京塚３番１８号 

設立時社員 竹内 直人 

 

千葉県船橋市飯山満町２丁目１０１５番地２０ ８街区４－２画地 

設立時社員 武田 素和 

 

（法令の準拠） 

第 ７１ 条 この定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令に

よるものとする。 

 

以上、一般社団法人鎌ケ谷青年会議所設立のため、設立時社員の定款作成代理

人である司法書士 矢  部  智  之は、電磁的記録である本定款を作成

し、これに電子署名する。 



平成２４年１２月１７日 

 

設立時社員 佐藤 宗之 

 

設立時社員 齊藤 清光 

 

設立時社員 後関 俊一 

 

設立時社員 小沼 建志 

 

設立時社員 皆川 勝 

 

設立時社員 山後 浩二 

 

設立時社員 目黒  哲 

 

設立時社員 渋谷 将重 

 

設立時社員 田邊 政人 

 

設立時社員 秋元 晴彦 

 

設立時社員 河野 淳平 

 

設立時社員 齋藤 健一 

 

設立時社員 細野 由樹 

 

設立時社員 三橋 史郎 

 

設立時社員 竹内 直人 

 

設立時社員 武田 素和 

 

      上記設立時社員の定款作成代理人 

千葉県船橋市市場三丁目１２番３４号  

司法書士 矢  部  智  之 
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